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１．建コン協としてのＤＸの取り組み 

 

(1) 経緯 

令和 3年 7月｢生産性向上推進特別本部｣を発展的に改組､ＤＸへの取り組み検討の推進組織とし、3次

元データの利活用や BIM/CIM活用による建設事業における生産性向上を目指してきた。 

その一方で、国土交通省は令和 4年度には３次元モデルの活用に向けた「DXセンター」をデータ連携

のための情報基盤として整備を進め、併せて「R5 年度 BIM/CIM 原則適用」の施行に向け実施体制を整

えてきた。これらにより、データ活用・共有による受発注者の生産性向上に向け大きく前進した。 

また、データ連携基盤上で必要となる API（Application Programming Interface）の開発整備のあり

方等を検討する「東京大学 i-Construction システム学寄付講座」でのデータ連携基盤の整備に係る研

究も鋭意進められている。 

当協会はこれらの関連機関と協働し、特に設計業務領域におけるデータ連携のあり方検討に参画して

きた。 

 

(2) 目的 

 建コン協としてのＤＸへの取り組み検討の目的は、以下のとおりである。 

①建設コンサルタントとして、建設事業におけるＤＸ推進について検討し、受発注者協働による働き

方改革や、建設事業の生産性向上、今後の街・地域づくり、会員企業の生産性向上に貢献する。 

②活動成果を開示・共有することにより、建設コンサルタントのプレゼンスの向上と会員企業全体の

ＤＸ推進の底上げを図る。 

 

(3) 検討テーマと実施体制 

 目的に対して４つの検討テーマを設定し、取り組み検討を推進する。 

◇テーマ１：受発注者協働による働き方改革に資するＤＸ推進 

       企画部会：業務システム委員会 

◇テーマ２：i-Construction および BIM/CIMの推進 

（ライフサイクルマネジメントによる生産性向上） 

       技術部会：統括技術委員会 生産性向上ＷＧ 

◇テーマ３：街・地域づくりのＤＸ推進（エリアマネジメントに資するＤＸ推進） 

       技術部会：統括技術委員会（国土基盤･交通基盤･社会マネジメント技術委員会） 

◇テーマ４：建設コンサルタント企業のＤＸ推進 

       企画部会：企画委員会 

 

２．検討目的 

 「テーマ２：i-Constructionおよび BIM/CIMの推進」の検討目的は、建設事業における i-Construction

及び BIM/CIM活用による建設事業全体の生産性向上を目指した取組みを実施する。 

そのためにプロセス間でデジタル情報のサプライチェーンの構築を図るための「あるべき姿」をあら

かじめ設定し、そこに内在する課題を整理した上で、対策検討を実施するものとする。 

生産性向上に向けた取り組み事例 （設計段階における主な活用事例）について国交省「BIM/CIMポー

タルサイト」等を通じて情報共有するとともに、各インフラのライフサイクルマネジメントによる生産

性向上に資する事業マネジメントのあり方等について今後の方向性を検討する。 
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３．検討手順 

検討手順は下図に示す検討フロ―案の流れをベースとして実施する。 

  

図 3.1 検討フロー 

 

４．検討内容 

4-1.あるべき姿の設定 

調査・測量、設計、施工、維持管理の全ての段階において、各事業フェーズ相互のデータ連携が

データ連携プラットフォーム上で円滑に活用できる場面を想定する。 

 

◆i–Constructionの推進を目指したデータ連携プラットフォームの整備  

【着眼点】  

・プラットフォ－ムを介したデータ提供者とデータ利用者間のデータ流通を目指したデータサプ

ライチェ－ンの完成 

・フロントローディングによる生産性の向上（施工生産性向上、維持管理の高度化，効率化） 

・コカレントエンジニアリングの実践（複数の業務・工事間のデータ運用・管理） 

   など 

 

【計画イメージ案】 

 

図 4.1 建設情報のライフサイクルマネジメントの概念 

  

データ連携基盤 各種データベース 
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 4-2.検討の着目点 

対象とするインフラは、道路（のり面、擁壁、付属物）、橋梁、トンネル、河川構造物、港湾構造

物など多岐に渡るが、整備領域から維持管理領域までの各段階において実績が多い道路，橋梁、河

川を対象とし、データ連携のあり方等について検討する。 

 

4-3.調査・設計における実態の把握 

事例収集はそれを共有することによる会員各社へのプレゼンスの向上に寄与するほか、課題抽出

の際に実態分析のための基礎資料としての活用が可能である。  

現状では、新規の調査、設計から維持管理まで一気通貫での活用事例はほとんど無いため，個々

の事業フェーズに特定し、各種委員会や WG 等における共有データをベースとして、データ連携を

目指したユースケースを共有する。 

私たち設計者が現時点で扱う３次元モデルは、工事発注前の情報であることから，その取り合い

について課題が多く、国土交通省が主導する活用促進 WG における当協会の技術活動を通じて、国

土交通省の「BIM/CIM ポータルサイト」の充実支援を図ると共に，公開されている３次元設計モデ

ルの活用事例集（Ver.1，2）による情報共有は有効である。さらには令和 5 年度より施行される

「BIM/CIM原則適用」におけるデータ利活用促進のための義務・推奨項目の活用事例の共有により、

設計者の実態について継続的に把握していく必要がある。 

【引用】国土交通省 ＢＩＭ／ＣＩＭポータルサイト 

BIM/CIM 事例集 ver.1 （24 事例） 

http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimExamplesR1.pdf 

BIM/cim 事例集 ver.2 （20 事例） 

http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimExamplesR2.pdf 

BIM/CIM 事例集 ver.3 （整備中） 

【事例集 ver1】                                【事例集 ver2】 
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4-4.対策の検討 

令和 3 年度に実施した「BIM/CIM 活用状況にかかる実態調査（R3 年度報告書 4-3）」では、設計

者にとって様々の課題が挙げられたが、多くは何のための BIM/CIM活用なのか、そのためには設計

者は何をすれば良いのかなど、設計作業に対する活用効果が実感として伝わっていないことが理解

できた。現時点では作成した設計モデルが、上流側から提供される測量、地質等の調査データが直

接的に活用されていない実態や後続の施工及び維持管理に必ずしも活用されていないことなどに

起因していると推察される。 

そのためには，国交省が整備する「データ・システム連携基盤（案）」の進捗状況や、これを介し

て展開されるいわゆる「データ提供者」と「データ利用者」間のデータ連係に必要な API開発の現

状を踏まえ、建設事業全体を一貫したシステム構築に向けて、産官学及び関連する諸団体との協調

開発すべき事項等について検討を進める必要がある。 

なお、抽出した課題に対する対策として、データ連携に必要な基本的事項から優先的に検討を進

めるものとする。対策においては、発注者、建コン、施工者、ベンダ－と協調して検討すべき領域

について、その方策を共有し、検討を進める。 

特にデータ流通に関し、重要となる IFC や XML などのデータ連係に必要な標準仕様については、

地形情報や構造物情報，各種の数値情報など必要な場面に応じて，汎用ソフトが適切に運用できる

ようベンダ－への改善要求として、継続的に明示していく必要がある。 

① 建設情報の共有：データユーザーが求めるデータの抽出・整理とデータサプライヤーから

提供されるデータの状況等について、実態調査を実施し、データ連携に求められる改善策

を検討する。 

⇒協調領域検討会 設計 WG 各 SWG（河川、道路、橋梁下部工） 

② 提供データの取込方法：データプラットフォームを介したデータ流通に必要となる API の

概念整理と他団体等と協調すべき開発領域を特定する。 

⇒協調領域検討会 設計 WG 各 SWG（河川、道路、橋梁下部工） 

③ 3 次元成果物の納品要領：これまでの PDF 等のドキュメントに対し、各事業フェーズ間で

データ駆動が可能となるデジタルデータの標準仕様等を検討する。 

⇒BIM/CIM推進委員会 各 PT（橋梁製作システム PT、ソフトウエア機能要件 PT等） 

 

これらの対応については、国土交通省が主導する「BIM/CIM推進委員会」及び傘下の各 WG、PT等

の他、「東京大学 i-Construction システム学寄付講座協調領域検討会」等の検討の場を活用する。 
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4-5.成果のとりまとめ 

上記までの検討結果を成果としてとりまとめる。なお、事例集は，国交省の BIM/CIMポータルサ

イトに掲載されている活用事例や今年度に実施された「BIM/CIM原則適用」において提示された「義

務項目」、「推奨項目」としての活用事例等をベースに、記載内容やモデル仕様等の活用状況を共有

していく。 

 

 

表 4.1 DX推進（テーマ２）の検討内容と今年度成果 
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５．検討成果 

5-1.建設事業におけるデータ連携のあるべき姿 

前年度の検討によりインフラ整備全般にかかるライフサイクルマネジメントにより建設事業

の生産性向上に資する方向性を見いだし、あるべき姿として建設事業における円滑な情報連携を

目指し、調査-設計-積算（工事発注）-施工(監理等)-維持管理などすべてのフェーズに関与する

建設コンサルタントの立場から、各フェーズ間におけるデジタル情報サプライチェーンの体系概

要を普遍的にイメージしている。 

ここで、BIM/CIM データの連携やマネジメントに必要な各種要領や基準類のフォローアップは

国交省主導の各種委員会及びＷＧ及びＰＴ等における検討活動を活用した。また、データプラッ

トフォームを介して受け渡しされる各種建設情報の連携制御に際しては、発注者や各種業界団体

と協調して API（Application Programming Interface）の開発ならびに実装検討を実施している

i-Construction システム学寄付講座（東京大学）での検討活動を活用した。 

 

 

図 5.1 デジタル情報のサプライチェーンのあるべき姿 

 

  



 

7 

 

5-2.問題点・課題と検討項目 

今年度の活動の中で，新たに確認できた主な課題は以下の通りである．国交省が整備するデータ・

システム連携基盤である「ＤＸデータセンター」を介して展開される「データ提供者」と「データ

利用者」間のデータ連携に必要な API 開発のあり方や、建設事業全体を一貫したシステム構築に向

けて、産官学および関連する諸団体等との協調開発すべき事項などデジタル情報のサプライチェー

ンの構築に向け、継続的な検討が必要である。 

諸課題に対する具体の検討内容及び検討手法は以下の通り。 

（１）３Dソフトの改良開発に向けた協調検討の必要性（国交省親委員会，WGの活用） 

・調査・設計・積算・工事・維持管理の各フェーズ間におけるコンカレントなデータ連携の実現

に向けた機能要件等の検討（ bSJ（buildingSMART Japan）との協働 ） 

・調査・設計・積算・工事・維持管理において、データ連携が適切にできる３Ｄソフトの開発目

標の明確化 

・３D モデルの作成仕様の明確化（3 次元モデル成果物作成仕様のフォローアップ、属性情報の

設定方法等）⇒「Ｒ５原則適用」における「義務項目」及び「推奨項目」の明確化 

・橋梁設計・製作におけるＰＴの活用（設計情報属性としての活用のルール化） 

・bSJ（buildingSMART Japan）主導による「ＩＦＣ国際標準」との整合(国際動向の把握)及びＩ

ＦＣ検定制度によるソフトウエアの機能要件検討は、 令和 5 年度実施予定の「ソフトウエア

機能要件ＰＴ」に移行する。） 

（２）３Dモデルの照査機能にかかる改良・開発の促進 

1) 照査の自動化に向けた開発促進 

2) 照査チェックシートの充実検討（基本条件，施工条件等） 

3) アノテーション機能等の強化に向けた開発促進（ソフトウェアベンダへの開発要求） 

・段階的照査に必要な事項を明確化（原則適用「義務項目」） 

・照査システムの信頼性に係る認証制度のあり方（協調領域検討 WGにおける研究を情報共有） 

（３）ＡＰＩの開発のあり方の検討（i-Con寄付講座協調領域検討） 

・データ連携基盤を介してデータ提供者とデータ利用者間で必要なデータ連携ＡＰＩの開発領域

の特定及び実装検討を展開する。i-Con寄付講座協調領域検討会 設計ＷＧ・ＳＷＧ（河川、道

路、橋梁下部）による検討を実施 

・業種毎のワークフローにおけるデータ連携上の課題等を明確化 

・データプラットフォーム上のデータ活用のたのインターフェース開発のあり方の検討。協調領

域を特定し、事業フェーズ間におけるデータ連携体系を確立する。（各業界団体との協議・調

整） 

（４）BIM/CIMデータ連携にかかるマネジメント体制の検討 

・原則適用後、業務・工事及び管理業務の実施実績の増加 

・CIM モデルの活用により、事業管理及びデータ連携を可能とするマネジメント体制及び求めら

れる役割等を検討する。（各 PTの場で、CIM管理業務成果を共有） 

・BIM/CIM標準歩掛の段階的整備（まずは標準見積のデファクト整備から） 
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5-3.課題に対する検討 

（１）国交省主導の委員会対応 

建設分野における i-Construction、BIM/CIMへの取組は、レーザースキャナやドローン等、急速に

進歩する ICT を取り込みつつ、それらのデジタルデータ活用のためのマネジメントツールとして

BIM/CIM の活用推進に重点を置いて進められてきた。また最近では、社会全体の DX推進の風潮のなか

で、建設事業におけるプロセス間のデータ連携による建設事業全体の生産性向上が急務であり、設計

段階の枠を超えた関連業界との連携を視野に入れた協調検討が進められている。 

当協会の BIM/CIM 活用促進に向けた取組みは、技術部会（主に生産性向上 WG）を主担当としつつ、

情報部会（主に ICT 委員会）の一部メンバーも生産性向上 WGを兼務して進められている。なお、これ

らの取組を通じて入手した情報（会議資料等）は、当協会の Direct Cloud Boxに格納して会員企業

に共有するとともに、ICT委員会（ICT普及専門委員会）によるセミナー開催等により協会支部の実務

担当者レベルまで周知している。 

 

表 5.1 i-Construction、BIM/CIM への取組体制 
技術部会 生産性向上 WG ・BIM/CIM 推進委員会への参加 

・データ連携基盤の整備検討（東京大学 i-
Construction システム学寄付講座） 

技術委員会（国土基盤、交通基盤） ・各種意見照会対応 
・R5 原則適用に向けた仕様調整（ＰＴ参加） 
・各種協議会への参加（ＩＣＴ導入協議会、コンクリ

ート現場施工の生産性向上協議会等） 
情報部会 ICT 委員会 

（CIM 技術専門委員会、ICT 普及専門委員会） 

・教育・啓発活動（BIM/CIM 関連情報の共有等） 
「CIM ハンズオンセミナー」 
「GIS セミナー」 
「ICT セミナー」 他 

※ ICT 専門委員会には支部所属の委員が参加し、本部ー支部連携体制を構築している。 
 

表 5.2 建コン協 DirectCloud-Box の保存先一覧 
生産性向上 WG 場所 : /共有/32007001_生産性向上ＷＧ/04_その他/ 

URL : https://jccahon.directcloud.jp/sharedbox/MXsya1NPMnBY 
ICT 委員会 場所 : /共有/33002000_ＩＣＴ委員会/01_会議資料/ 

URL : https://jccahon.directcloud.jp/sharedbox/MXsycTJmMXlV 
 

国土交通省「BIM/CIM 推進委員会」は，傘下に設置された 4 つの WG から構成されており、要

領・基準類の整備・改定や活用に向けた実施体制の検討等を行っている。建コン協からは、土木

分野に係る各 WG のみならず、関連する外部委員会へも委員を派遣し、設計の観点から BIM/CIM推

進に参加し、要望・提案、課題解決、関係団体との意見交換・調整、最新情報の収集に取り組ん

でいる。 

また、同委員会への参加は単に委員会内での議論にとどまらず、そこからスピンアウトした形

で関係機関との協働が進められている（例えば、国総研との DXデータセンターの整備、建設物価

調査会との BIM/CIM関連標準歩掛の整備、地方整備局の BIM/CIM研修担当、日建連との設計－施

工間情報連携の在り方検討等）。 

令和 4年度は、「R5 原則適用」内容の具体化のため、BIM/CIMを活用している実務者（国交省事

務所職員、受注業者等）と深く議論していくため、少数関係者による個別検討体制を活用促進 WG
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の下に構築し、個別課題ごとの検討を充実化させる。 

 

図 5.2 令和 4年度 BIM/CIM推進委員会の体制（第 8回 BIM/CIM推進委員会、R4.8.30） 

 

表 5.3 担当委員 

BIM/CIM 推進委員会 新井 技術部会長 

Ⅰ 基準・国際検討 WG 石村 生産性向上 WG 副長 

Ⅱ 実施体制検討 WG 小沼 生産性向上 WG 副長 

Ⅲ 活用促進 WG 加藤 生産性向上 WG 長 

Ⅳ 建築 BIM 推進会議 － － 

原則適用 PT 加藤、石村 生産性向上 WG 対応 

幹事会 小沼 生産性向上 WG 副長 

（国土交通省）ICT 導入協議会 加藤 生産性向上 WG 長 

（JACIC）国際土木委員会 小沼 生産性向上 WG 副長 

（JACIC）社会基盤標準化委員会 小沼 ICT 委員会 

 

 
（２）原則適用ＰＴ対応 

 「Ｒ５原則適用」に向け、小規模事業者が抵抗なく BIM/CIM を活用できるよう、優先的な取組課題として

設定された。本年度は、未だ BIM/CIM活用経験の少ない小規模事業者に積極的な活用を啓発することを

目指し、個々の要素技術の推進に留まらず建設事業全体を一貫した推進を図ることが求められた。 

① BIM/CIM の本質である「後工程に必要な情報伝達」の検討 

② 3 次元モデルのデータ引継 

③ モデルの作成レベルの整理 

④ 受発注者双方において活用効果が期待できる活用方法の検討 

⑤ 教育、能力開発 
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 これらの整備・検討に際し、当協会ほか関係する業界団体からの意見は以下の通りであった。 
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R5 原則適用に向けた最終方針は以下の通り。 
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（３）橋梁設計・製作におけるＰＴ対応 

 国土交通省の BIM/CIM 推進委員会において、令和 5 年度の BIM/CIM 原則適⽤が決定され、その⽬的

として「情報伝達の効率化(主としてあと段階への情報の引継等)による受発注者の⽣産性向上」が挙

げられている。さらに、今後の課題として、デジタル化による建設⽣産・管理システムの効率化を⽬

指すことが⽰され、そのうちの一つに、鋼橋における⾃動設計システムから施⼯へのデータ連携につ

いて、国土交通省、（一社）日本橋梁建設協会（以下、「橋建協」）及び当協会のメンバーで構成される

PTで検討を進めることが決定された。 

 この PT を円滑に進めるとともにデータ連携実装を早期に実現するため、橋建協と当協会が以下に

ついて合意し、迅速に対応するものとした。 

① データ連携の展開 

 鋼橋上部工に係る⾃動設計システム内のデータベースに保存されている設計結果や数量の数値情

報を共通データフォーマットとして、それぞれ「設計情報属性ファイル」に取り込み、出力すること

により、後工程の積算や⾃動原⼨・⽣産計画等への活用を図るとともにベンダーのソフト開発を促進

する。 

② 実装に向けた検討体制 

 橋建協・建コン協・ベンダーからなる活用検討 WG を設置し、その下に「設計 TF」及び「施工 TF」

を設置する。 

 活用検討 WG ：活動方針の業界間の調整、情報共有 

 設計 TF   ：1) 3 次元モデルの利活用を目的としたニーズ調査とその後の実装推進 

2) 試行業務の調整と情報共有及び分析等  

 施工 TF   ：システム実装と効果検証等 

③ 検討期間 

 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日までの 2年間。 
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図-● 当協会と橋建協とのデータ連携実装に向けた共同宣言 [2023.4.18] 
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（４）協調領域検討 設計ＷＧ対応 

 平成 30 年 10 月にスタートした ICT の活用等により建設業界の生産性向上を図る i-Construction をより

一層推進する目的で、当協会をはじめとする建設関連の 5 団体からの寄付等により東京大学に「i-

Construction システム学講座」が設立された。さらに令和 4 年 3 月には、建設事業におけるデータ連携に

伴う API（Application Programming Interface）の開発など協調領域での検討体制や運営管理等をどのよう

に進めるのが良いかを建設業界全体で議論し、その立ち上げを準備することを目的として、同講座に「協

調領域検討会」が設立された。 

現在、協調領域検討会では建設事業のプロセスに基づき、特に設計、施工、維持管理の各段階を対象と

した 3 つの WG を設置して検討が進められており、建コン協は「設計段階 WG」の主担当として、関連業団

体等からの協力を得ながら設計業務の現状分析のもと、将来の設計業務のあり方や、協調領域の特定お

よび具現化について検討を行った。このような状況下において、協調領域の検討は約２年半の検討期間を

想定しているが未だ着手したばかりであり、今後も対象が拡大することが予想されるため、令和 5 年 3 月、

活動 1 年間の一区切りとして、同講座の主催により成果報告会「第 2 回協調領域シンポジウム」（3 月 10 日

予定）を開催した。 

本企画は、この成果報告会の開催を受けて、i-Construction やインフラ分野の DX の先に現れる新たな

建設業界における協調領域について協会会員の理解を深めるとともに、とくに設計段階を対象とした検討

内容を共有することで、建設コンサルタントによる仕事の効率化や高度化を図り、より魅力的なものとなるこ

とを期待して「第 1 回協調領域セミナー」を開催した。 
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東京大学 i-Constructionシステム学寄付講座 協調領域検討会 

（１）活動概要 

当協会が設立に参画した東京大学「i-Construction システム学寄付講座」では、第 1 期（3 年

間）における各種研究の成果を踏まえ、今後益々、i-Construction 及びＤＸを推進させるために、

協調領域の開発整備及び運営管理等を議論し、その立ち上げを準備する目的で、「協調領域検討

会」が設置された。そこでは、これまでの業界間や企業間で競争してきた競争領域に対し、関連

業界や競合企業が協調して取り組むべき課題についての検討が行われている。その中でも、設計

段階におけるデータ連携を対象とした検討 WG（設計段階 WG）を当協会委員が主導している。 

 

 

図-10 協調領域（設計段階）の概念 

 

表-7 設計段階 WG担当委員（建コン協委員のみ） 

WG 長 加藤 生産性向上 WG 長 

委員 石村 生産性向上 WG 副長 

 藤原（NK） 寄付講座共同研究員 

 梶原(YEC） 元寄付講座受託研究員 

 澁谷（PCKK） 寄付講座共同研究員 

事務局 小沼 生産性向上 WG 副長 

※ その他 ：東大（全特任教授、松實学術専門職員）、国土交通省、全測連、全地連、JCMA 
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６．要望と提案（令和５年度 地方ブロック意見交換会） 

6-1.要望と提案【概要版】 
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Ⅳ．「DX 推進の環境整備」と「成長と分配の好循環の実現」＜テーマ２関連分＞ 
 
（１）ＤＸの推進 
①受発注者協働による働き方改革に資するＤＸ推進：ＤＸ推進による業務効率化の促進 
・電子入札システム、電子契約システムを活用した「書類の電子化（電子決済、ペーパーレス化）」
「手続きの簡素化」「情報の共有化」「移動・郵送等の時間短縮」の促進 

・情報共有システム（ASP）を積極的に活用した「事業・業務の情報等に関する電子化」「情報共有化」
の促進 

・遠隔臨場を積極的に活用して「移動時間や待ち時間の解消」「現場情報の共有化」の促進 
・テレワークガイドライン（案）の活用、発注者のテレワーク環境整備の加速化、各種技術基準類の
電子化・Web公開などの推進 

・各発注機関のインフラＤＸ推進計画や実施状況等の情報の公開 
②i-Con および BIM/CIMの推進（ライフサイクルマネジメントの生産性向上） 
・BIM/CIM設計照査シートの充実 ※ 

※対象工種の拡充、段階的に必要となる照査項目の設定、「条件明示チェックシート」および「施工条件明示チェ

ックシート」との整合性の確保 

・積極的な活用事例の発信（BIM/CIM ポータルサイトの活用）や 協議の場の設置（原則適用 PT によ
る推奨項目の拡充など） 

・デジタル情報のサプライチェーンの構築に向けた「IFC検定制度」の活用による３Ｄソフトの開発
目標の明確化、照査の自動化およびアノテーション機能等の強化の開発促進の要請、東京大学 
i-con寄付講座協調領域検討会と協働による APIの開発のあり方や生産性向上に資するアプリケー
ション開発の検討の促進 

・BIM/CIMモデルを管理・継承するマネジメント体制・役割の検討の促進 

 

（２）ＤＸの推進の費用面での環境整備 
①BIM/CIM活用の業務価格の算定方法の見直し 
・「BIM/CIM 標準歩掛」の段階的な設定、「BIM/CIM使用料」の計上 
②ＤＸ、テレワーク等に対する一般管理費の見直し 
・「一般管理費等係数（β）」の見直し、「低入札価格調査基準価格」の見直し 
③ＤＸ推進の環境整備のための助成金の創設 

 

（３）「成長と分配の好循環」の実現 
・建設産業における「成長と分配の好循環」を得るために、技術者単価のアップ、業務価格の改善、
調査基準価格を改善するとともに、インフラ事業量の拡大を継続的に実施 
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6-2.要望と提案【調査資料集】 

DX 推進に向けた BIM/CIM 活用等に関する協会要望 【DX テーマ２】 

■i-Con および BIM/CIM の推進（ライフサイクルマネジメントの生産性向上） 

■インフラ分野の DX 推進（3 次元データの利活用、BIM/CIM の活用等）による建設生産性向上へ

の取組みの促進  

 

要望 インフラ分野の DX 推進の一環として、業務に係る DX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）を受発注者協働で推進していただきたい。 

 

課題 ①【BIM/CIMの活用事例の共有】 BIM/CIMの活用事例が十分に共有されていないため、受

発注者ともに導入効果や留意事項等が浸透していない。そのことが、BIM/CIM の普及の足

かせとなっている。 

②【BIM/CIMを活用すべきことの明確化】  

 令和５年度より BIM/CIM原則適用が施行されるが、義務項目以外の活用拡大が求められる。そ

れには推奨項目における検討成果をユースケースとして共有していくことが有効であり、原則適

用 PT の場を活用し、推奨項目の拡充を図る。 

③【建設事業全体のフロントローディング】 BIM/CIM の活用が設計や施工等で断片的に行わ

れており、プロセス間のデータ連携が十分には行われていない。そのため、建設事業全体

での生産性向上が実現されおらず、建設コンサルタントが活躍できる場 （フロントローディン

グによる前段階の作業領域）が潜在していると期待できる。 

④【環境整備への支援】 従来の 2 次元 CAD 等と比較して、BIM/CIM の実施環境（ソフトの

購入、高性能 PC の購入、人材育成等）の整備に多大なコストや時間を要する。そのため、

とくに中小規模の会員会社の BIM/CIM導入が困難となっている。また、地方自治体では従

来の 2次元成果が求められおり、両方の実施体制を整備することが大きな負担となってい

る。 

 

対策  

① 発注者による積極的な活用事例の発信（BIM/CIMポータルサイトの活用支援） 

② BIM/CIM 活用領域の拡充（業務実態の調査・把握、改定・工種の拡大） 

③ 業務価格の算定方法（人工、単価、諸経費）の見直し（BIM/CIM だけではなく、業界全体

の DX対策の一環として） 

④ 中小企業の BIM/CIM 導入支援 

 

 

１．BIM/CIM 活用の推進（①，②） 

 建設事業の推進には，調査，設計，施工，維持管理の主に 4 段階の事業領域間における円滑な情報連携・

共有が必要である． 

 当協会においては，BIM/CIM データがプロセス間で分断、デジタル情報のサプライチェーンが構築されてい

ない実態を踏まえ，プロセス間でデジタル情報のサプライチェーンの構築を図る際に「あるべき姿」を次の概念

図のように整理した． 

 

【実態】 BIM/CIM データがプロセス間で分断しており、デジタル情報のサプライチェーンが未完 

【対応】 R5 原則適用による義務化の施行による実態について継続的なフォローアップ 
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図 6.1 BIM/CIMデータサプライチェーンのイメージ図 

【主な課題】 

(1)デジタル情報のサプライチェーンの構築 

⇒調査・設計・積算・工事・維持管理において、データ連携が適切にできる３Ｄソフトの開発目標の明確化 

（bSJ（buildingSMART Japan）主導による「ＩＦＣ検定制度」の活用の明確化） 

⇒3D モデルの照査機能の開発 

（照査の自動化、アノテーション機能等の強化） 

⇒データプラットフォームのデータを活用するためのインターフェース(API)）の開発のあり方の検討 

（i-Con 寄付講座協調領域検討会と協働） 

 ⇒データプラットフォームのデータを協調領域として、生産性の向上及びエラー削減に資するアプリケーショ

ン開発の検討 （i-Con 寄付講座協調領域検討会と共有） 

(2)デジタル情報のサプライチェーンの運用 

⇒BIM/CIM モデルを管理・継承するマネジメント体制・役割（CIM マネージャー）の検討 

（行政機関、建設コンサルタント） 

（補足説明） 

・bSJ（buildingSMART Japan） 

→建設業界におけるデータの共有化および相互運用を目的として、IFC（Industry Foundation Classes）の策

定や標準化活動を行う国際的な団体 

・IFC（Industry Foundation Classes） 

→建物を構成する全てのオブジェクト（例えばドア、窓、壁などのような要素）のシステム的な表現方法の仕様

の定義 

・API（Application Programming Interface） 

→ソフトウェアコンポーネント同士が互いに情報をやりとりするのに使用するインターフェースの仕様及び整備

主体などが主な課題（競争領域，協調領域） 
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２.デジタル情報のサプライチェーンの構築および運用実現への要望 

（１）デジタル情報のサプライチェーンの構築における課題と対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

検討手順(案) 検討内容（案） 

1.目的 ・インフラ整備全般にかかるライフサイクルマネジメントにより建設事業

の生産性向上に資する方向性を見いだすこと。 

2.あるべき姿 ・建設事業における円滑な情報連係を目指し，調査-設計-積算（工事発

注）-施工(監理等)-維持管理などすべてのフェーズに関与する建設コン

サルタントの立場から，各フェーズ間におけるデジタル情報のサプライ

チェーンの構築を図る。 

3.検討課題 ・国交省が整備する「データ・システム連携基盤（案）」を介して展開される「デ

ータ提供者」と「データ利用者」間のデータ連係に必要な API 開発のあり方

や，建設事業全体を一貫したシステム構築に向けて，産官学および関連する

諸団体等との協調開発すべき事項について検討が必要である。 

4.対策検討 ①建設情報の共有：データユーザーが求めるデータの抽出・整理とデータサプ

ライヤーから提供されるデータの状況等について実態調査を実施し，データ

連係に求められる改善策を検討する。 

②提供データの取込方法：データプラットフォームを介したデータ流通に必要

となる API の概要整理と他団体等と協調すべき API の開発領域を特定する。

提供データは協調領域と捉え、データ活用によるアプリケーション開発により生産

性向上やエラー削減を図る。 

③3D 成果物の納品要領：これまでの PDF 等のドキュメントに対し，各事業フェ

ーズ間でデータ駆動が可能となるデジタルデータの標準仕様等を検討する。 

⇒BIM/CIM 推進委員会及び傘下の各 WG および i-Con 寄付講座協調領域検討

WG 等を活用する。 

5.成果 (1)建設 DXを実現する「データ・システム連携基盤」の概念作成（建コン案） 

(2)各種 API 及びデータプラットフォームの運用案等の提示 
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3) 3D ソフトの開発目標の明確化（機能要求） 

・調査・設計・積算・工事・維持管理において、データ連携が適切にできる３Ｄソフトの開発目標として、bSJ

（buildingSMART Japan）主導による「ＩＦＣ検定制度」の活用 

 

【参考①】インフラ整備関連情報の流れ 

【出典】  

発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会（令和 4 年度第 1 回） 

  

課題 対策提案 

1)３D ソフトの開発目標の明確

化 

《国土交通省への要望》 

1. 調査・設計・積算・工事・維持管理において、データ連携が適切にで

きる３Ｄソフトの開発目標として、bSJ（buildingSMART Japan）主導によ

る「ＩＦＣ検定制度」の活用の明確化 

2)３D モデルの照査機能開発の

要請 

《国土交通省への要望》 

2. 照査の自動化の開発促進の要請 

（ソフトウェアベンダーに対して） 

3. アノテーション機能等の強化の開発促進の要請 

（ソフトウェアベンダーに対して） 

3)ＡＰＩの開発のあり方の検討 

《国土交通省への要望》 

4. データプラットフォームのデータを活用するためのインターフェース

（ＡＰＩ）の開発のあり方の検討として、東京大学 i-Con 寄付講座協調

領域検討会と協働の促進 
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【参考②】 ３D ソフトの開発目標＝IFC 検定制度 

【出典】 令和 4 年 2 月 3 日 第 16 回活用促進 WG 会議資料 

※建コン協より「ソフトウエア」に関する機能要件は提示済み。 

※３D 対応ソフト間においては互換性や属性階層等の課題は解決されていない。 
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4) ３D モデルの照査機能の具備 

①照査の自動化の開発促進（ソフトウェアベンダー） 

 

【参考】照査の自動化① 

※BIM/CIM 活用業務・活用工事における関係者間で円滑な情報交換を実施できるためのプロセスや情報

確認要件を示した「段階モデル確認書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出展】BIM/CIM 活用における「段階モデル確認書」作成手引き【試行版】（案）R元.5 

 

※受注者のみならず発注者として自らの照査に際し，照査ソフトウエアの開発（設計ワークフローに応じた段

階的な自動化検討が必要）をベンダーに求めていく。 

※関連ソフトの開発は，建コン個社または商品開発としてのベンダー個社での開発が進行（競争領域）モデ

ル照査に際し，設計条件や主要寸法等の表記の必要性から「３D モデル表記標準（R1，国交省）」が策定

済み． 

※東大寄付講座では，設計照査ソフトウエアの妥当性を証明するための認証制度の導入を研究中【参考】照

査の自動化② 
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【出展】i-Construction システム学寄付講座 

第 3回 i-Construction 公開ワークショップ R3.06 

～道路設計エラー事例の分析と 3次元モデルを活用した設計照査システムの開発～ 
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② アノテーション機能等の強化の開発促進(ｿﾌﾄｳｪｱﾍﾞﾝﾀﾞｰ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3DA モデルの情報構成 

 

3DA モデルを定義するために必要な情報の例 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3DA モデルの活用事例 
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4)ＡＰＩの開発のあり方の検討 

①データプラットフォームのデータを活用するためのインターフェース（ＡＰＩ）の開発のあり方の

検討として、東京大学 i-Con 寄付講座協調領域検討会と 協働の促進とともに、データを活用したアプリ

ケーション開発を進める。 

 

【参考】東京大学 i-Con 寄付講座協調領域検討会の取り組み 

 

東京大学 i-Constructionシステム学寄付講座協調領域検討会（2/2） 

 

■これからの設計段階 WG 活動の着目点 

(1)情報認識のギャップ（要領基準類の充実） 

   ★例）測量での 3D 点群 ⇔ ノイズ、3D サーフェス、地物 

   ⇒3 次元モデル作成方法など業務成果物の作成要領の充実 

    R4 年度 BIM/CIM 活用業務のリクワイヤメントの充実 

     （⑦既存地形及び地物の 3 次元データ作成） 

  (2)情報連携の確実化 

   ★例）地質調査での調査結果（XML データ） ⇒ 有効活用 

   ⇒API の整備（開発、公開、運用体制） 
    ※基礎・地盤系の一部の設計ソフトではデータ活用機能を具備（競争領域） 
    ※地盤リスクの伝達方法（3 次元地盤モデル）については関係諸団体と共同検討が必要 

（協調領域） 

  (3)データ・システム連携基盤の利用 

   ★例）台帳類、設計成果、竣工図書、点検調書等 

   ⇒開発・整備中のデータプラットフォームの活用 

    国（部局）：xROAD、RiMaDIS、港湾整備 BIM/CIM クラウド 

    国（地整）：維持管理統合プラットフォーム 



 

72 

 

    国（国総研）：国総研 DX データセンター   ※基幹プラットフォームの整備 

    民：i-Dream（首都高）、SMH（NEXCO 東） （ブロックチェーン） 

 

 

 
 

 

【出展：i-Construction システム学寄付講座 協調領域検討会 設立記念シンポジウム】 
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③3 次元設計モデルの作成に必要な適正な業務価格の設定 

3 次元モデル成果物作成要領（R4.3 改定）の業務成果を反映した継続的な充実（外部委員会や WG 等

によるフォローアップ）を図るとともに，業務仕様への業務特有の要求事項 を の明記化 願いたい． 

 

BIM/CIM への取組の変遷 

（H24） 設計業務での CIM の試行 

・リクワイヤメントに対する試行的活用・・・市販ツールの活用、課題の抽出・解決 

・ガイドライン等の基準・要領類の整備（毎年改定）・・・試行結果のフィードバック 

 

（R2.2） ３次元モデル成果物作成要領（案）の制定（令和 2年 3月） 

・設計業務の成果物を明示 

 

（R2.9） 令和 5年度 BIM/CIM原則適用への方針変更 

 ・・・「ALL3次元」から「2次元＋3次元」へ 

 

（R5  ） 令和 5年度 BIM/CIM原則適用の実施 

・3 次元モデル活用に関する義務項目と推奨項目 

 

（１） BIM/CIMの 標準化 義務化 

令和２年度（昨年度）までの BIM/CIM 活用は、業務ごとに設定されたリクワイヤメントに対する試行的な取

組みであったため、その内容や成果物は発注者や受発注者によりばらつきがあった。そのため、歩掛や単価

等の標準化は困難である。これに対して、工種は限定されるが、令和３年３月に「３次元モデル成果物作成要

領（案）」が制定され、令和３年度（今年度）発注業務から適用が開始されたため、令和４年度（来年度）には

BIM/CIM の標準の一部が見えてくると期待された。なお、これらの動向を踏まえつつ、平成３０年度から、当

協会は国土交通省による BIM/CIM に係わる歩掛調査（国土技術センターが調査業務を担当）への協力を継

続していたが、一部の発注者がBIM/CIMの標準歩掛等を設定している事例が見受けられた。そのうち、港湾

分野については、国土交通省（港湾空港技術研究所）や港湾空港総合技術センターが港湾技術コンサルタ

ンツ協会等と協働して設定されたものである。一方、地方自治体等が独自に設定したものもある。特に後者に

ついて、具体の作業内容や成果物との整合に留意して取り扱うよう注意が必要である。 

（２） BIM/CIM 対応のための費用増加 

これまで、BIM/CIM 作業の内容は業務担当者に依存する部分があったことから、費用についてもばらつきが

存在していた。それらの業務において、再委託先に対する作業内容の提示や、見積金額の妥当性等、今後の

標準的な作業内容と整合性が取れない実態もあったと推測される。そのため、安直にこれまでの費用増加分を

前提とした支援を発注者に要望することは困難である。一方、従来の CAD ソフトと比較して BIM/CIM ソフトが高

額であること、使用する PC 等のハードウェアに高い性能を要求されること、BIM/CIM ソフトのオペレータが希少

で高額であること等から費用負担の増加も顕著になっている。これらの状況を踏まえ、今後、BIM/CIM の原則

適用を円滑に進める上で、適正な業務価格の設定が必要 であり、BIM/CIM 推進委員会や未来塾においてこ

れらの問題を提起し、受発注者間で共有し、その対策に向けた議論を行っていく必要がある。 
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④中小企業の BIM/CIM導入支援 

◆課題に関する資料 

■現状の課題 

 こうした BIM/CIM 導入の促進策としては、R2年度に北陸地方整備局が、要求事項（リクワ

イヤメント）の選択項目数の緩和（原則４項目以上→２項目）を実施し、地元企業の技術力

向上を図った事例等が参考となる。 

 

 

 

◆対策に関する資料 

■課題解決に向けた要望 

(1) 中小企業の BIM/CIM 導入支援 

 BIM/CIM 導入を促進するために，必要最低限の検討課題を明確にしたリクワイヤメントの設定を

要望（業務発注における業務仕様に明記） 

 BIM/CIM 環境整備のための支援を要望（補助金活用制度の整備、DX センター等での研修・講

習の無償化，汎用ソフトの無償利用等） 

（２） ＤＸの推進の費用面での環境整備 

①BIM/CIM 活用の事業価格算定方法の見直し 

②ＤＸ、テレワーク等に対する一般管理費の見直し 
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令和 5 年度より BIM/CIM 原則適用が施行されるが、義務項目以外の活用拡大が求められている。それ

には推奨領域における検討成果をユースケースとして共有していくことが有効であり、原則適用 PT の場を

活用し、推奨項目の拡充を図る必要がある。 
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※R4年度は見積項目の妥当性について建コン内で意見聴取を実施した。 
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6-3. 要望と提案に向けた令和 5 年度検討計画 

DX 推進テーマ２においては，R4 年度は BIM/CIM 活用推進に向けた検討を産官学の関係諸団体と協調

し、BIM/CIM の活用促進に向けた検討を進めてきたが，R5 年度は、原則適用（義務化）の推進として、

特にデータ連携上の技術的な課題を解決すべく検討活動を継続する。 

 

DX 推進テーマ２における R5 年度活動計画 
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その他関連資料 

 

◆国土交通省 大臣官房 技術調査課 

BIM/CIM 関連 

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html 

BIM/CIM 原則適用（令和 5 年３月） 

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000115.html 

 

◆国土交通省 国総研 

DX データセンターの運用について 

https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510003.pdf 

DX データセンターポータルサイト（受注者用） 

https://dxportal.nilim.go.jp/exonym 

BIM/CIM ポータルサイト【試行版】 

http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimsummary.html 

 

◆東京大学 

「i-Construction システム学」寄付講座 

 http://www.i-con.t.u-tokyo.ac.jp/ 
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